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１ 感染者数、ワクチン接種状況等(１１月２日（火）１１：００現在） （累積感染者数の推移）

メコン地域におけるＣＯＶＩＤ１９の状況について 令和３年１１月２日
南東アジア第一課

（感染症危険情報）

１／５

・１０月３１１４日時点で、メコン地域全体で３, ４９２, ０１２３，２３６，３５３人（前日比＋１５,９１０人，死者６２，８３８人）。ミャンマーでは、 1日あたりの新規感染者は、現在１，０００５００人前
後で推移し、。死亡者は３０４０人前後で推移しており小康状態となっている。タイでは３月下旬にバンコクの歓楽街でクラスターが発生し、第３波の感染拡大が到来していたが、８月下旬
以降減少傾向に転じている。ラオスでは、９月中旬に発生したクラスター以降、全国で市中感染が再び拡大している。ベトナムでは４月下旬以降、変異株の感染事例の発生等により南部
を中心に感染拡大が続いていたが、徐々にピークアウトしつつある。カンボジアでは２月下旬以降市中感染の増加が継続し、６月以降は近隣国から帰国した出稼ぎ労働者の感染が増加
し、７月末以降デルタ株の感染拡大。

各国のワクチン接種状況

国名（ワクチン種類） 接種率 我が国からのワクチン供与

タイ
（シノバック、AZ、シノファーム、ファイ

ザー）

１回目６１．２５２．５％、２回目４４．５３５．５％
（１０月３１１４日時点）

約１６５２０４万回実施済み
（１０月１５日約４０万回供与予定）

カンボジア
（シノファーム、シノバック、AZ、J&J）

１回目８５．７８４．８％、２回目８１．７７６．９％
（１０月１０日時点）

１００万回分実施済み

ラオス
（シノファーム、スプートニクV、スプー
トニクライト、AZ、ファイザー、J&J）

１回目４４．６４３．９％、２回目４０３５．０％
（１１１０月１１７日時点）

約６０万回分実施済み

ベトナム

（AZ、モデルナ、ファイザー，スプート
ニクV、シノファーム、J&J、アブダラ）

１回目５８．６４０．９％、２回目２５．０１６．９％
（１０月３１１４日時点）

約４０８３５８万回実施済み、約５０万回
発表済み（１０月２２日のフライトで２３
日現地着予定）

ミャンマー
（AZ、シノファーム、シノバック）

１回目２５０％、２回目１３８％
（１０月３０１２日時点）

なし

各国の在留邦人・日系企業数

国名 在留邦人数
（人）

進出日系企
業数（社）

タイ ７９，１２３ ５，８５６

カンボジア ５，０５７ ３４０

ラオス ８３３ １６５

ベトナム ２３，１４８ １,９４４

ミャンマー 千人以下 ４３７４３

国 名
(人口)

累積感染者数
(死者数)

前日比
１０万人あたり新規感

染者数
（10/25～10/31）

タイ
(６９４２万人)

１９１２０２４
（１９２０５）

＋８８５９
＋０.５％

８８．６５１７

ベトナム
(９４６７万人)

９２１１２２
（２２０８３）

＋５５１９
＋１％

３３．９９３９

カンボジア
(１５２９万人)

１１８５２２
（２７８８）

＋９５
＋０．１％

４．９０５２

ミャンマー
(５１４１万人)

５０００７３
（１８６９７）

＋７５２
＋０．２％

１１．３０１３

ラオス
(７０１万人)

４０２７１
（６５）

＋６８５
＋２％

６６．１６２６
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２ 各国政府等による日本に対する主な対応（入国制限・渡航制限等）
（１）タイ
➢ ２０２１年１月以降、タイ政府の認可を受けたセミコマーシャル・フライトが運航開始し、入国には査証が必要だが全てのタイプの査証の取得が可能となった（一部の国を

除きビザオンアライバルでのタイ入国は不可）。また渡航前は査証取得に加え、引き続き入国許可証（ＣＯＥ）の取得、陰性証明書等の取得、、追跡アプリのインストール
等が必要。
（※２０２０年９月２２日から２０２２年９月３０日まで日本を含む観光ビザ免除対象国の国籍者で観光目的で４５日以内の滞在であればビザ免除でタイ入国が可）

➢ 東京／バンコク間は在京タイ大使館が手配するセミコマーシャル便が週３０便程度運航。現在、ＡＮＡ、ＪＡＬはバンコク／東京間を毎日運航。ＪＡＬはバンコク／関空間を
週１便運航。タイ航空はバンコク／成田を週３４便（11月から週４便）、バンコク／関空を週３４便（11月から週４便）運航、バンコク／中部国際空港間を週２４便（１１月から
週４便）運航。

➢ ２０２１年11月1日１０月１日より、ワクチン接種証明書を保持し日本を含む63カ国・地域からの全渡航者に対し、入国後の時１４日間の隔離期間を短縮（タイ到着時の
PCR検査結果が判明するまでの一晩）を７日間に短縮。ワクチン接種証明書を持たない渡航者は、空路・海路での入国の場合の隔離期間は１０日間。、陸路での入国の
場合は１４日間。いずれの場合もPCR検査は２回実施される。渡航前は査証取得に加え､新たな申請システム"Thailand Pass"での登録（QRコードの取得）､陰性証明書
等の取得､追跡アプリのインストール等が必要。

➢ ２０２１年７月１日より、プーケット県にて、ワクチン２回接種済の観光客を対象に、１４日間の隔離を免除する「プーケット・サンドボックス」制度が開始。7月15日よりサムイ
島、パンガン島、タオ島にても隔離を免除する「サムイ・プラス」制度も開始。また８月１７日からタイ入国後最初の７日間はプーケットに滞在し、その後７日間はスラター
ニー県、クラビ県、パンガー県への移動が認められる「プーケット・サンドボックス・エクステンション７＋７」も開始。２０２１年１０月１日より、対象国を全世界・地域に拡大。

➢ 日本を含む全ての新型コロナ感染症発生国への渡航中止を勧告。

（２）ベトナム
➢ 入国には査証が必要。外交旅券、公用旅券所持者のほか、重要な外交活動に参加、従事する外国人、専門家、企業管理者、高技能労働者等に査証を発給。入国時、

陰性証明書の提示、医療申告が必要。入国後１４日間、原則指定隔離施設で集中隔離、集中隔離後は自宅等で１４日間の健康観察を行う。集中隔離期間中に２、３回
及び集中隔離後７日目に１回のＰＣＲ検査を受検。毎週、合計２、３便、日系航空会社が特別便を運航。日越首脳会談での合意を受け、２０２０年１１月よりビジネストラッ
ク（優先往来制度。滞在期間１４日未満を対象。）を開始したが、現在は感染拡大により運用停止中。２０２１年８月から、入国手続きの際に、ワクチン接種証明書提出し
た場合、集中隔離を7日間、健康観察期間を7日間に短縮する運用を暫定的に開始した。

➢ 必要な場合を除いて、各国の感染地域に渡航しないこと、もし渡航する場合には、規定に従ってベトナム帰国時に１４日間隔離となる旨勧告。

（３）カンボジア
➢ 全ての外国人渡航者に対しての査証免除及び観光査証、ｅ－ｖｉｓａ、到着査証の発給を当面停止。入国を希望する場合、海外のカンボジア大使館・総領事館等で、事前の査証取

得が必要。（※発給済みのビザについては、引き続き有効かつ国内での延長申請が可能。）
➢ ＰＣＲ検査（鼻咽頭スワブ）に基づき、かつ居住国からカンボジアに向けての出発の72時間前以内に居住国の保健当局などから発行された新型コロナウイルスに感染していない

ことを証明する英語の健康診断書の提示、９０米ドルのCOVID-１９健康保険（２０日間有効）をFORTE insurance Companyのウェブサイトで事前購入すること。
➢ 到着時及び隔離１３日目にPCR検査を実施。同防疫措置で生じる費用の負担のためカンボジア到着時に指定された銀行への最低２，０００米ドルのデポジットが必要（現金また

はデビットカードでの支払い。但し、Ｋビザ（永住者）所持者は免除。）。隔離終了後３日以内に残金を返金。
➢ ただし、一定の条件を満たすカンボジア所在の企業から保証を受ける場合、デポジットの預け入れ及び保険の購入は免除される。
➢ １１／１８より、中国、日本、韓国、ベトナム、タイ、米国、欧州連合加盟国からカンボジアへ入国する企業関係の外国人渡航者で、保証人が申請・取得した支払保証書を所持する

被保証人は、新型コロナに感染していないことを証明する健康診断書の提示し、入国時の検査でも陰性が確認できた場合、活動計画に従って活動することが可能。但し、入国時
の同一フライトの乗客に一人でも陽性者が確認された場合、政府指定施設での隔離が義務付けられる。（→１１／２８の市中感染発生を踏まえ、１２／１２より同措置は一時停
止）
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（４）ミャンマー
➢ 全ての外国人に対し、新規査証発給及び査証免除を、１１／３００／３１まで原則一時停止（ただし、外交団、国連機関職員、航空機等のクルーの例外あり。）。２０２０年６月
上旬以降、政府事業、建設事業、経済活動等に係る職務を果たすことを目的とする場合に限り、下記を条件に、外国政府関係者及びビジネス関係者への査証発給を再開し、
入国を許可。
①出発前７２時間以内に発行された陰性証明書の所持、②出発前の７日間に自宅隔離していたことを示す証明書（所属企業発行のもので可）、③（２０２１年１月３日から）
ミャンマー到着後２回のＰＣＲ検査、④１０日間の施設隔離。
（注）２０２０年７月以降、施設隔離の期間を短縮した「ファストトラック」が導入されていたが、現在運用されていない。

➢ １１／３００／３１まで商用旅客航空便の着陸禁止措置。在外ミャンマー人救援便への同乗によってのみ外国人の入国を受入れ。ＡＮＡは成田・ヤンゴン救援便を月に２回ほ
ど運航予定（１１月は１１日、２５日１０月は８日、１５日、２２日、２９日に運航予定）。

➢ 全ての外国人の陸路での入国を禁止。

（５）ラオス
➢ タイ、ベトナム、カンボジア等からの国際便運休。
➢ １１／１４１０／３０まで新型コロナの市中感染国（日本を含む）を出発・経由した渡航者の原則入国禁止。
ただし、外交官、国際機関職員、専門家、投資家が緊急の用務により入国を必要とする場合は、対策特別委員会から許可を受け、以下の対策を実施した上で入国可能。
①出国７２時間前のPCR検査証明書、②ラオス到着時のPCR検査、③政府指定の隔離施設又はホテルでの１４日間待機、④隔離期間中の医療モニタリング機器装着、⑤コ
ロナ保 険加入。※④及び⑤は、外交官、国際機関等職員及びその家族は免除。

３ 我が国の対応

➢ ３／３１よりタイ・ベトナムに対し「感染症危険情報」をレベル３（渡航は止めてください）に、他３か国をレベル２（不要不急の渡航は止めてください。）に引き上げ。なお、「危険
情報」については、３／２５よりメコン５か国含む全世界に対しレベル２（不急不要の渡航は止めてください）に引上げ。

➢ ４／３よりタイ・ベトナムからの外国人の入国原則禁止（外交・公用、特別永住者、４／２までに出国した「永住者」、「永住者の配偶者等」、「日本人の配偶者等」、「定住者」等
は例外あり。入国後、ＰＣＲ検査実施。検疫所長が指定する場所での１４日間の待機、１４日間の公共交通機関の不使用を要請。（これらの措置はタイ・ベトナムから入国す
る日本人も対象。））。その他メコン３か国に対しては、４／２までに発給された査証の効力、査免の一時停止。日本人を含めこれらの国から入国した者に対し、検疫所長が
指定する場所での１４日間の待機、１４日間の公共交通機関の不使用を要請。

➢ １０／３０よりタイ・ベトナムに対し「感染症危険情報」をレベル３からレベル２に引下げ。また、ミャンマーに対しては、「感染症危険情報」をレベル２からレベル３に引き上げ。

➢ ５／１８よりタイ・カンボジアに対し「感染症危険情報」をレベル２からレベル３に引き上げ。

➢ ６／４より「変異株B.1.617指定国・地域」にベトナム（６日間指定宿泊施設で待機）とタイ（３日間待機）、８／１４よりカンボジア（３日間待機）

➢ ７／１よりベトナムは６日間の待機が３日間に短縮。

➢ ７／１８よりベトナムは「変異株B.1.617指定国・地域」ではなくなり、３日間の待機は解除。

➢ ９／２０よりタイとカンボジアは「変異株B.1.617指定国・地域」ではなくなり、３日間の待機は解除

➢ １０／１より有効なワクチン接種証明書を保持するベトナム・タイからの入国者は、自宅等待機期間が１４日から１０日に短縮。
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メコン地域各国政府による入国制限・渡航制限等

タ
イ

入国
制限

➢ ２０２１年１月以降、タイ政府の認可を受けたセミコマーシャル・フライトが運航開始し、入国には査証が必要だが全てのタイプの査証の取得が可能となった（一部の国を
除きビザオンアライバルでのタイ入国は不可）。また渡航前は査証取得に加え、引き続き入国許可証（COE)の取得、陰性証明書、等の取得、追跡アプリのインストール
等が必要。（※２０２０年９月２２日から２０２２年９月３０日まで日本を含む観光ビザ免除対象国の国籍者で観光目的で４５日以内の滞在であればビザ免除でタイ入国が
可）

➢ 東京／バンコク間は在京タイ大使館が手配するセミコマーシャル便が週３０便程度運航。現在、ＡＮＡ、ＪＡＬはバンコク／東京間を毎日運航。ＪＡＬはバンコク／関空間を
週１便運航。タイ航空は7月1日より、バンコク／成田を週３４便（１１月から週４便）、バンコク／関空を週３４便（１１月から週4便）、バンコク／中部国際空港間を週
２４便（１１月から週4便）運航。

➢ ２０２２年１０月１日より、ワクチン接種証明書を保持する全渡航者に対し、入国時１４日間の隔離期間を７日間に短縮。ワクチン接種証明書を持たない渡航者は、空路・
海路での入国の場合は１０日間、陸路での入国の場合は１４日間の隔離期間。いずれの場合もPCR検査は２回実施される。２０２１年11月1日１０月１日より、ワクチン接
種証明書を保持し，日本を含む６３カ国・地域からの全渡航者に対し、入国後の時１４日間の隔離期間を短縮（タイ到着時のPCR検査結果が判明するまでの一晩）を７日
間に短縮。ワクチン接種証明書を持たない渡航者は、空路・海路での入国の場合の隔離期間は１０日間。63カ国・地域以外からの渡航者でワクチン接種済みの場合は
「サンドボックス」のエリア内で７日間の待機。、陸路での入国の場合は１４日間。いずれの場合もPCR検査は２回実施される。渡航前は査証取得に加え､新たな申請シス
テム"Thailand Pass"での登録（QRコードの取得）､陰性証明書等の取得､追跡アプリのインストール等が必要。

➢ ２０２１年７月１日より、プーケット県にてワクチン２回接種済の観光客を対象に、１４日間の隔離を免除する「プーケット・サンドボックス」制度が開始。7月15日よりサムイ
島、パンガン島、タオ島にても隔離を免除する「サムイ・プラス」制度も開始。また８月１７日からタイ入国後最初の７日間はプーケットに滞在し、その後７日間はスラター
ニー県、クラビ県、パンガー県への移動が認められる「プーケット・サンドボックス・エクステンション７＋７」も開始。１０月１日より、対象国は全世界・地域に拡大。

➢ ２０２１年１１月１日より、タイ政府が低リスク国と認定する約１０カ国から空路で入国するワクチン接種証明書保持者に対し、隔離期間の免除を発表（日本が対象国とな
るか確認中）

➢ 日本を含む全ての新型コロナ感染症発生国への渡航中止を勧告。

行動
制限

▶全都県に対する非常事態宣言の継続及び基本的な感染防止策
▶事業者及び施設利用者による入退場者情報管理アプリ「タイチャナ」の利用、公共の場でのマスク着用の義務化、手洗い・消毒、社会的距離の確保の推奨
▶政府の非常事態対策本部は、２０２０年末以降、感染拡大状況に応じて全国を５つの地域に区分し、具体的防疫措置（教育施設・場所の使用制限、セミナー・設宴等の活
動制限、娯楽施設やの閉鎖、商業施設の営業制限、越県移動の抑制や自宅勤務の推奨等）を指定している。最新の地域区分（1０月14日11月１日付）では、７７都県中「最
高度厳格管理地域」に指定された２３７都県、また「最高度管理地域」に指定された３０３８県にて、教育機関の活動制限、飲食店や商業施設での営業時間制限を実施。な
お、店内での酒類の提供禁止は一部観光地を除き全国一律で実施。１０月１日以降、これら行動制限は段階的に緩和されている。またなお首都バンコク等の「観光開国パ
イロット地域」では，一部の遊行施設（パブ，バー等）を除きほぼ全ての行動制限は解除。を含む「最高厳格管理区域」のレストランでは、店内飲食に当たり、ワクチン２回接
種済みであることの証明、または抗原検査による陰性証明の提示の協力が求められる予定。

出国
制限

・ANA、JALがバンコク／東京間を毎日運航。JALはバンコク／関空間を週１便運航。タイ航空はバンコク／成田を週３便（１１月から週４
便）、バンコク／関空を週３便（１１月から週４便）、バンコク／中部国際空港間を週２便（１１月から週４便）運航。

渡航 ・日本を含む全ての新型コロナ感染症発生国への渡航中止を勧告。

ベ
ト
ナ
ム

入国
制限

・入国には査証が必要。外交旅券、公用旅券所持者のほか、重要な外交活動に参加、従事する外国人、専門家、企業管理者、高技能労働者等に査証を発給。入国時、陰
性証明書の提示、医療申告が必要。１４日以上の滞在者については、入国後１４日間、原則指定隔離施設で隔離、集中隔離後は自宅等で１４日間の健康観察を行う。集中
隔離期間中に２、３回及び集中隔離後7日目に1回のＰＣＲ検査を受検。毎週、合計２、３便、日系航空会社が特別便を運航。日越首脳会談での合意を受け、１１月１日より
ビジネストラック（優先往来制度。滞在期間１４日未満を対象。）を開始。現在、市中感染を受け、優先往来制度は一時停止中。２０２１年８月から、入国手続きの際に、ワク
チン接種証明書提出した場合、集中隔離を7日間、健康観察期間を7日間に短縮する運用を暫定的に開始した。

行動
制限

・専門家、企業管理者、高技能労働者等の場合、企業の経営者及び当該地方の医療機関がその隔離を監視し、コミュニティへの感染拡大防止に責任を負う。
・ホーチミン市などの感染者が発生している地域では、ロックダウンに近い厳格な行動制限が課されている。
・周囲の人々との接触、混雑した場所への訪問を控え、5K（マスク着用、消毒、ソーシャルディスタンスの確保、密集しない、医療申告の実施。）を実施する。
・一部地域では、学校はオンライン授業に切り替える。

出国
制限

・ベトナム航空はベトナム発成田行きの片道運航。
・ＡＮＡは当面ハノイ→成田で週５便、ホーチミン→成田で週３便、ホーチミン→羽田で週５便、ＪＡＬは当面ハノイ→成田で毎日、ホーチミン→成田で週４便、ホーチミン→羽
田で週３便を予定。旅客数を絞る可能性あり。

渡航 ・各省庁、地方の職員による日本を含む海外出張・研修を原則一時停止（ただし、首相が特別に許可した場合を除く）。
・必要な場合を除いて、各国の感染地域に渡航しないこと、もし渡航する場合には、規定に従ってベトナム帰国時に１４日間隔離となる旨勧告。
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ミ
ャ
ン
マ
ー

入国
制限

・全ての外国人に対し、新規査証発給及び査証免除を、１１／３００／３１まで原則一時停止（ただし、外交団、国連機関職員、航空機等のクルーの例外あり。）。２０２０年６
月上旬以降、政府事業、建設事業、経済活動等に係る職務を果たすことを目的とする場合に限り、下記を条件に、外国政府関係者及びビジネス関係者への査証発給を再
開し、入国を許可。
①出発前７２時間以内に発行された陰性証明書の所持、②出発前の７日間に自宅隔離していたことを示す証明書（所属企業発行のもので可）、③ミャンマー到着後２回のＰ
ＣＲ検査、④１０日間の施設隔離。
（注）２０２０年７月以降、施設隔離の期間を短縮した「ファストトラック」が導入されていたが、現在運用されていない。
・１１／３００／３１までの商用旅客航空便の着陸禁止措置。在外ミャンマー人救援便への同乗によってのみ外国人の入国を受入れ。
・全ての外国人の陸路での入国を禁止。
・英国・インド・バングラデシュの居住者および14日以内に同国を訪問した者のミャンマー入国禁止（コロナ変異株の拡大を受けた水際対策措置の強化）。

行動
制限

・ミャンマーに入国する全ての者（外国人含む）は、入国後１０日間の施設隔離。５／２８に自宅待機地区を指定（７／８にヤンゴン１０地区、同１３日に１２地区追加）し、
外出等を制限したが、１０／２８から一部地域以外の指定を解除。感染拡大防止のため、政府は７／１７から公休日を設定し、以降９／１０まで延長し終了した。

※緊急事態宣言下で権限を掌握している国軍は、治安対策を理由に、公共の場での５人以上の集会禁止令及び夜間外出禁止令(午後１０時から午前４時の間の外出
禁止)を発出している。

出国
制限

・ミャンマーからの陸路での外国人の出国を禁止。外国人は、ヤンゴン、マンダレー及びネーピードーの国際空港からのみ出国が認められている。

渡航 ・ミャンマー国籍保有者に対し、外国、特に感染が広まっている国（特定国への言及なし）への不要不急の渡航は控えるよう勧告。

カ
ン
ボ
ジ
ア

入国
制限

・全ての外国人渡航者に対しての査証免除及び観光査証、ｅ－ｖｉｓａ、到着査証の発給を当面停止。入国を希望する場合、海外のカンボジア大使館・総領事館等で、事前
の査証取得が必要。（※発給済みのビザについては、引き続き有効かつ国内での延長申請が可能。）
・ＰＣＲ検査（鼻咽頭スワブ）に基づき、かつ居住国からカンボジアに向けての出発の７２時間前以内に居住国の保健当局などから発行された新型コロナウイルスに感染し
ていないことを証明する英語の健康診断書の提示、９０米ドルのＣＯＶＩＤ－１９健康保険（２０日間有効）をＦＯＲＴＥ ｉｎｓｕｒａｎｃｅ Ｃｏｍｐａｎｙのウェブサイトで事前購入する
こと（外交・公用査証保持者を除く）。
・ワクチン未接種の全ての外国人渡航者は、カンボジア政府が指定するホテルにおいて、２週間の隔離が義務付けられる。到着時及び隔離１３日目にＰＣＲ検査を実施。防
疫措置で生じる費用の負担のためカンボジア到着時に指定された銀行への最低２，０００米ドルのデポジットが必要（現金またはデビットカードでの支払い。但し、Ｋビザ（永
住者）所持者は免除。）。隔離終了後３日以内に残金を返金。
・ワクチン接種完了者のうち、ビジネス目的での渡航者は３日間の隔離、その他の目的の場合７日間の隔離が義務づけられる。到着時に検査を実施。防疫措置で生じる費
用の負担のためカンボジア到着時に指定された銀行へのデポジットが必要（ビジネス目的は６００ドル、その他は１，０００ドル）。隔離終了後残金が返金される。なお、これ
らの渡航者はワクチン接種証明書を提示するとともに、ビジネス目的の渡航者は自身の渡航を保証または招待するカンボジア国内企業がカンボジア政府から取得した許
可証の提示が必要。中国、日本、韓国、ベトナム、タイ、米国、欧州連合加盟国からカンボジアへ入国する企業関係の外国人渡航者（投資家、ビジネスパーソン、会社員、
専門家、技術者）で、保証人（企業の代表者、経済特区における投資プロジェクトのオーナー、該当する外国人が所属する企業など）が申請・取得した支払保証書を所持す
る被保証人は、居住国からカンボジアに向けての出発の７２時間前以内に居住国の保健当局などから発行された新型コロナウイルスに感染していないことを証明する英語
の健康診断書を提示し、入国時の検査で陰性が確認された場合には、デポジットの預け入れ及び保険の購入は免除されるとともに、申請の際に登録した宿泊先における
自己隔離を継続しつつ、支払保証書の申請時に登録した活動計画に従って活動することが可能。但し、入国時の同一フライトの乗客に一人でも陽性者が確認された場合、
政府指定施設での隔離が義務付けられる。（→１１／２８の市中感染発生を踏まえ、１２／１２より同措置は一時停止）

・４／２９より、入国前3週間にインドへの渡航歴のある外国人（経由を含む）の入国を禁止。

・成田・プノンペン便（ＡＮＡ）につき、来年３月末まで運休。

メコン地域各国政府による入国制限・渡航制限等



ラ
オ
ス

入国
制限

・タイ、ベトナム、カンボジア等からの国際便運休。
・国際・地域・慣習国境事務所における一般人の原則入国禁止（国際・国境事務所については、緊急性を有し、対策特別委員会から許可を得たものは除く。）。
・１１／１４１０／３０まで新型コロナの市中感染国（日本を含む）を出発・経由した渡航者の原則入国禁止。
ただし、外交官、国際機関職員、専門家、投資家が緊急の用務により入国を必要とする場合は、対策特別委員会から許可を受け、以下の対策を実施した上で入国可能。
①出国７２時間前のPCR検査証明書、②ラオス到着時のPCR検査、③政府指定の隔離施設又はホテルでの14日間待機、④隔離期間中の医療モニタリング機器装着、
⑤コロナ保険加入。※④及び⑤は、外交官、国際機関等職員及びその家族は免除。

行動
制限

・首都ビエンチャンでは市中感染拡大を受け、１１／１４１０／３０まで実施する措置を発表。主な措置は以下のとおり。
・首都ビエンチャン内の政府関係者及び企業は、交代勤務又はテレワークによる在宅勤務を行うこと。
・夜２３２時から朝５時までの外出を禁止。

・市中感染が起きている県の県民は首都ビエンチャンへの入境禁止。やむをえず入境する場合は、首都ビエンチャン対策特別委員会の指定する施設あるいはホテルにて
14日間の隔離及び費用の全負担が必要。・市中感染の発生していない県間、県・首都ビエンチャン間及び郡間の陸上・水上・航空旅客運送を許可する。
・卸売店・小売店の営業時間を２１時まで延長する。
・すべての場所における５０２０人以上の会議、集会、及びその他の活動（宗教・伝統儀式、結婚パーティー、あらゆる形態の会合や宴会等）を禁止する。

・市中感染発生地域におけるカラオケ、娯楽施設、カジノ、インターネットカフェ、ゲーム店、映画館、ビリヤード場、マッサージ店、スパ、理髪店、エステサロン、ショッピング
モール、ナイトマーケット、ガーデンレストラン、観光施設、ゲストハウス、リゾート施設、バー、酒類を提供する各種串焼き店、道路沿いでの露店（宝くじ、雑貨、食物等）は
営業禁止。
・屋外運動場及び屋内運動施設での運動は禁止。
・教育機関は原則閉鎖としつつ、対策特別委員会の検査・許可を得れば開校可とする。
・規定回数のワクチンを接種した者又はラオス入国者はLaoKYCアプリを通じた「ワクチンID」を入手し、政府機関、商店、各種施設で提示すること。

・中央及び首都ビエンチャンの感染拡大防止措置、並びに本命令に違反した場合、個人は３百万キープ／人／回、法人は１千万キープ／団体／回の罰金を厳格に科す。

出国
制限

・国際・地域・慣習国境事務所における一般人の原則出国禁止（国際・国境事務所については、緊急性を有し、対策特別委員会から許可を得たものは除く。）。ただし、ラオ
スで就労・就学している外国人は、目的に応じて帰国することを許可する。
・タイ、ベトナム、カンボジア等への国際便運休。

渡航 ・外国に渡航する必要のあるラオス国籍者は、所属機関の許可を得た上で、外務省対策特別委員会に出発許可を申請する。
・ラオスからの出国を希望する外国籍者は、自国の大使館を通じて出国を申請する。

メコン地域各国政府による入国制限・渡航制限等
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行動
制限

▶２／２０に判明した市中感染事例の拡大を踏まえて以下の措置を導入。
・３／１２、マスクの着用など防疫措置への協力を法令で義務化、プノンペン及び一部の州で施行中。
・３／３１、カンボジア政府はコロナ等感染症拡大防止のための行政措置に関する政令を発出、右政令に基づき、プノンペン都及びその他の感染発生地域では、地域ごと
に行動規制を実施。プノンペンでは、娯楽・スポーツ施設の閉鎖、５０人以上の会合の禁止を導入（１１／１１１０／２８まで延長）。
▶２／２０、郵便電気通信省はＱＲコードを利用した追跡システムを導入。全ての公的及び私的機関、レストラン、工場等が対象で、システム開始３日間で全国２８，８０９ヶ所
でＱＲコードを設置済み。

出国
制限

・成田・プノンペン便（ＡＮＡ）につき、１０月末まで運休。

渡航 ・欧州、米国、イランへの渡航禁止。政府職員の出張不可。


